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研究成果の概要（和文）：1990年代に諸外国が参考とした日本の民間建築プロジェクトのコンカレントエンジニ
アリングは、英国や米国のパートナリング、シンガポールのビルダビリティスキームなど、様々な形で各国の建
築生産プロセスに定着した。本研究ではそれらを、米国の発注者主導型、英国のコンサル主導型、日本の受注者
主導型に分類した。さらに、日本の建設産業が、英国や米国のように発注者が主導的役割を果たすプロジェクト
運営方式をわが国に適用しようとするならば、これからの建築産業が抱える問題の本質を発注者が自覚して提示
することが要点であると結論付けた。

研究成果の概要（英文）：Concurrent engineering, which was carried out in the Japanese private sector
 building project in the 1990s, has affected the construction industry in several countries. They 
have taken root in various building production processes in various ways, such as UK and US 
partnering, and Singapore's Buildable design Scheme.
The procurement methods derived from the Japanese construction industry are classified into the 
following three. (1) Employer-led type (eg, US). (2) Consult-led type (eg UK). (3) Engineer-led type
 (eg JPN). In order to apply the US and UK types where the owner plays a leading role to the 
Japanese construction industry, we concluded that the point is that the client is aware of the 
nature of the problems facing the building industry in the future.

研究分野：建築生産マネジメント

キーワード： コンカレントエンジニアリング　BIM　段階的発注　発注者　建築生産プロセス　発注方式　多様化
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研究成果の学術的意義や社会的意義
1990年代に日本の設計施工一貫方式を手本としたパートナリングやリーン・コンストラクションの延長に、現在
の米国や英国におけるコンカレント・エンジニアリングがあるという仮説は大きく違わないが、日本の建築生産
システムと、米国やシンガポールで進化している「日本的な建築生産システム」には本質的な違いがあり、米国
では発注者、シンガポールでは政府、英国では設計者が有している課題が、「日本的な建築生産システム」を当
該地で実行する誘因であったことを示唆した点に本研究の学術的意義がある。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
1990年頃まで続いた継続的な経済成長期に形成された日本の建築生産システムの特徴は、確定
度が低く建設コストが曖昧な設計を補うゼネコンの生産設計能力及びそれに基づいた設計のコ
ンカレント・エンジニアリングにある。その当時の日本の建築生産システムを諸外国が手本と
し、現在は BIM の実用化と相俟って現地カスタマイズされ、新しい潮流になりつつある。こ
のような状況に対し、経済低成長期に綻びが顕在化しつつある日本の建築生産システムと、米
国やシンガポールで進化している「日本的な建築生産システム」に本質的な違いはあるのか、
という疑問を持つ。 
 
２．研究の目的 
米国やシンガポールにおける「日本的な建築生産システム」との類似点は、米国が「リーン・
コンストラクション」、シンガポールが「デザイン・デベロップメント・ビルド（DDB）」にあ
る。両国の建築産業は、コンサルタントやエンジニアの専門分化志向が強く、生産設計を主軸
としたコンカレント・エンジニアリングと相性が悪い。日本的な建築生産システムを米国やシ
ンガポールで実現するための鍵のひとつとして BIM（Building Information Modeling）が挙
げられる。本研究では、米国とシンガポールのプロジェクト実施体制・諸制度・普及施策・契
約それらと BIM との関係を詳細に調査する。加えて、BIMを発端に建築生産プロセスが変化
しつつある英国やベトナムで BIM の普及動向とプロジェクト発注方式の変化について調査す
る。それらを複合的に考察し、日本的な建築生産システムと当該国の建築生産システムの相違
や類似を整理し、日本の建築生産システムとの比較を通じ、海外における「日本型生産システ
ム」の進化と我が国における適用可能性を検討するために、下記の点を考察する。 
・「日本的な建築生産システム」の日本建築産業へのフィードバック 
・建築生産システムにおける BIM の再定義 
・東南アジアにおける建築生産システムの変化 
 
３．研究の方法 
(1) 米国の社会システム・生産システム・制度・標準に関する調査 
予備調査では、米国 CSI が発行するクラシフィケーションシステムを中核とした、コストマネ
ジメントの仕組みが構築されている。本研究では、「米国の建築社会システムは、ステークホル
ダーが情報を共有できる仕組みが建築社会システムとして制度設計され、BIM と整合的である」
という仮説を立て、各種の BIM ガイドラインとクラシフィケーションシステム、IPD のコンカ
レントな契約方式、その他の発注方式を調査する。 
 
(2) シンガポールにおける建築生産を取り巻く制度の実態調査 
シンガポールの民間プロジェクトでは、建築家に意匠設計の責任を残したまま、基本設計の途
中で設計を完成させる役割をデザインビルドチームに移行する DBB（Design Development 
Build）が増加傾向にあることを予備調査で確認している。このような設計プロセスを実現可能
とするシンガポールの制度設計について調査分析を行う。 
 
(3）英国における「UK Government's BIM Level2 Mandate」の実態調査 
英国では、国策的に BIM オブジェクトの属性項目を標準化し、設計フェーズに合わせたスペッ
クの段階的な詳細化（ Level of Development ： LOD） と性能の段階的な決定（ Level of 
Information）を関連付けたツール「BIM Toolkit」を王立英国建築家協会（RIBA）傘下の NBS
が無料配信している。本研究ではそれらと建築生産プロセスの関係について調査分析を行う。 
 
(4）ベトナムにおける BIM 普及動向の実態調査 
ベトナムは世界各国から BIM のアウトソーシングが集積し、急激な建設市場の拡大に伴い、BIM
への注目が高まりつつある。本研究では、現地企業等へのヒアリング調査を通じ、ベトナムを
通してみた東南アジアで日本的な建築生産システムが受け入れられる可能性を考察する。 
 
(5）国内建築業の生産情報マネジメント調査 
国内建築産業における情報マネジメントの実情として、研究メンバーが所属する学協会に協力
を得て、発注者、設計者、請負者、専門工事会社など各企業へのヒアリングやアンケートを実
施し、国内における建築生産情報プロセスの生成過程を整理する。 
 
４．研究成果 
(1）米国における BIM ガイドラインの調査 
2016 年に米国の国立建築科学研究所（NIBS：National Institute of Building Science ）か
ら公開された BIM ガイドライン「National BIM Guide for Owners」（以下 NBGO）の項目を基準
とし、発注者が用意している BIM ガイドラインと BEP の雛形に記載されている内容を目次の項
目で分析する（地方自治体 4件、港湾管理局 1件、大学 5件）。NBGO の項目に対し、各ガイド
ラインに記載されている項目を BEP にも同様の内容が記載されている項目とガイドラインに
のみ記載されている項目に分類し、それぞれ◎と○で表に記入する。さらに、ガイドラインに



記載されていない項目の内、BEP では記載されている項目と BEP にも記載されていない項目に
分類し、それぞれ△、×で表に記入する。以上の計 4種類で BIM ガイドラインを分析した結果
を図 1に示す。全てのガイドラインに◎か△が記入されており、BEP はガイドラインの内容を
さらに詳細化・補足する存在と考えられる。また、NBGO の 7 割以上の項目はガイドラインか
BEP のいずれかに記載されており、米国の発注者が BIM の活用について同様の認識を持ってい
ると考察できる。一方で、◎、○、△の数にばらつきのある項目も存在し、プロジェクトによ
って要求や要件が異なり、文書をカスタマイズしていると考察できる。つまり、発注者は自身
の要件や目的を把握し、それを達成するための課題を整理する努力や解決策の準備をし、発注
者も明確に自らの焦点を定めプロジェクトの中心人物の一人として積極的に活動していると解
釈できる。このことから、米国の発注者は、BIM ガイドラインや BEP の作成を通じ、関係者を
取りまとめるような新たなプロジェクト運営方式やマネジメント手法の開発さえも行っており、
プロジェクトそのものを牽引する存在となっていると理解できる。 
 

 
図１ BIM ガイドライン、BEP の分析結果 

 
(2）IPD の具体的なプロセスの整理 
2016 年度に実施したカリフォルニアの医療法人（以下、SH 社）へのヒアリングから、SH 社が
「Lean Construction」と「Integrated Project Delivery」の概念を組み合わせた「Lean 
Integrated Project Delivery（LIPD）」のプロセスを整理した。LIPD は、①Validation、②
Conceptualization、③Design、④Implementation の 4 フェーズで進行する。プロジェクトを
開始する前に発注者は、設計者、施工者、専門工事会社等に依頼して、「Validation Study」と
呼ばれるレポートを作成する。これにより発注者は、プロジェクトの事前検討、企画設計の段
階において、自身の要求性能やプロジェクトの目標価格（Target Price）を明確にする。
Validation Study が完了すると発注者、設計者、施工者、専門工事会社、各種コンサルタント
等で「IPD チーム」を形成する。IPD チームは、プロジェクトの目標原価（Target Cost）を達
成するために、チームで協調して設計や施工計画を行う。LIPD の工事契約は「コストプラスフ
ィー」で締結する。工事完了後に実費精算し、その差額を IPD チームのコアメンバーで分配す
る。SH 社はこの様なインセンティブ設計を「Risk/Reward Plan」と呼ぶ。Risk/Reward Plan は
IPD チームのコアメンバーで検討して決定し、プロジェクトの特性に応じて互いのリスクを調
整する。このように LIPD は、競争原理に頼らずとも、発注者がコストパフォーマンスの高い建
物を得ることと受注者の利益創出を両立させており、複数の主体が協働するための合理的な仕
組みを構築していると推察できる。プロジェクトの早期から関係者が、共同で設計を行う手法
では、完成度が異なる情報を持ち寄ることになる。このようなデータを統合、管理できるツー
ルは、BIM しか存在しないため、LIPD の参加企業には BIM の活用が条件となっている。 
 

(3）米国における CM方式の実態 

米連邦政府一般調達局 (GSA)によれば、GSA が採用している公共工事の発注方式は、DBB（施工
入札）方式、DB（設計・施工一括発注）方式、Bridging DB（実施設計・施工一括発注）方式、
CM@Risk 方式の 4タイプで、10年ほど前から CM@Risk 方式の採用数が増えているという。2016
年にヒアリングをしたカリフォルニア州を基盤とするゼネコン W社によれば、近年の民間工事
では、CM@Risk 方式と CM/GC 方式が増加傾向にあるという。CM@Risk 方式と CM/GC 方式は、施工
段階におけるゼネコンの役割が違うものの、設計のプロセスは双方で似通っている。ゼネコン
は、発注者から CM 業務の委託を受け、基本設計前半（Concept Design or Schematic Design）
に VE（Value Engineering）のワークショップに参加したり、プレコンストラクションをした
りする。この時点の概算は、GSA が UNIFORMATⅡ、W 社が MasterFormat の書式に値入れをし、
発注者の予算確保に利用していた。続く基本設計後半（Design Development）の段階では、発



注者が確保した予算をターゲットプライスとして、発注者の責任で設計が進められていく。設
計の 35％～50％が完了した時点で実施設計に移行し、実施設計段階で設計の完成度が 70％程度
に達した部分から、サブコントラクターを入札で決めて、コストが順次確定する。CM は、GMP
（Guarantee Maximum Price：保証最大価格）を付けたり、プレコンストラクション後に元請け
となったりすることで、アシストした内容の責任を取ることになる。 
 
(4）シンガポールの生産性向上施策 
シンガポールで活動する発注者・QS・総合建設会社・専門工事会社・BCA Academy の計 16 社に
ヒアリング調査を実施し、シンガポール建設プロジェクト諸制度運用の実態把握を試みた。シ
ンガポールの民間建設プロジェクトでは、施工入札でシンガポール建築家協会(Singapore 
Institute of Architects：SIA)が策定した約款、Design & Build(D&B)でシンガポール不動産
開発者協会(The Real Estate Developers’ Association of Singapore：REDAS)が策定した約
款が用いられることが多い。日系ゼネコン M 社へのヒアリングでは、REDAS が増加傾向にある
との回答も得られた。また、SIA と特記仕様書を併せて用いる例もあり、ゼネコンが特記に同
意できない場合は発注者にその旨を示し、落札後に発注者と話し合いの場が設けられるとのこ
とであった。発注者が公共機関である場合は、BCAが策定したPublic Sector Standard Condition 
of Singapore (PSSCOC)が用いられる。また、自社独自の約款を用い、設計を外注し、自社の
建設部門に施工を発注する発注者もある。REDAS を用いるプロジェクトの増加は、D&B 発注の増
加を意味する。日系ゼネコン N社へのヒアリングによれば、同国では国内の大手設計事務所や
コンサルタント会社の実力が低下傾向にあり、発注者はプロジェクトの責任をゼネコンに一元
化できる D&B への期待が高まっているという。 
ヒアリングの分析から、シンガポールの建設プロジェクトに関する制度相互について整理を試
みた。Buildable design Scheme では、生産性を考慮した構法・工法の採用を促進し、省人化
を図っている。省人化は、総合建設会社や専門工事会社にとって外国人労働者数の抑制だけで
なく、労務費の削減にも有効である。労務費は、労働者の賃金と Levy（人頭税）の合計金額で
ある。Levy は MYE（プロジェクトの種類と規模に応じた新規外国人労働者の採用枠）の利用と
R1(skilled worker)・R2(non-skilled 
worker)のどちらの労働者を雇用する
かの組み合わせで変わる。労働者の
Levy は、資格が R2から R1に Upgrade
すると安くなる。雇用者は、労働者の
Upgrade に必要な技能育成や技能試験
にかかる費用に CPCF を適用できる。
このようにシンガポールでは、①外国
人労働者数の削減、②技能習熟度の高
い労働者の増加、という政府の方針に
ゼネコンが協力せざるを得ないよう
に、MYE と Levy の関係を中心とした諸
制度相互の関係が形づくられている
と解釈できる。 
 
(5）英国の「UK Government's BIM Level2 Mandate」 
英国政府による BIM Level2 Mandate は、RIBA(王立建築家協会)傘下の NBS（National Building 
Specification）が、BIM Level2 プロセスを実効するためのプロジェクト管理ツールや仕様書
作成ツールの開発を担っている。本研究では NBS が行っている取り組みを、公式ウェブサイト
や 2017 年に実施した NBS 本社へのヒアリングで入手した資料や情報に基づいて整理した。 
BIM Level2 では、標準的に定められた情報交換のプロセス（PAS 1192-2）に対し、適切な情報
交換環境（Common Data Environment）でプロジェクトの参加メンバーと適時に情報モデルの交
換を行うことが求められる。NBS は、RIBA が 1963 年から提供している Plan of Work を、BIM
の利用を前提とした Digital Plan of Work に再編して公開している。 
NBS が BIM Level2 に向けて開発したコンポーネントの 1つである BIM Toolkit は、Digital Plan 
of Work に沿ってプロジェクトの情報を共有するためのプラットフォームである。プロジェク
トの参加者はステージごとにタスクを追加し、その責任者や成果物の詳細度（LOD や LOI）を定
義する。設計から施工にかけて蓄積された情報は、竣工後の Stage7：OPERATION で BIM モデル
を入り口とした建築仕様のアーカイブとして利用できる。 
英国では、プロジェクトごとに建築仕様書を編纂するのが一般的である。NBS は、施設および
建物の構成要素やその情報の分類を11のテーブルで編成した分類体系Uniclass 2015をキーと
して、様々な仕様を一元管理するためのBIMツール群を提供している。NBS National BIM Library
（以下 NBL）は、属性項目を標準化した BIM オブジェクトをダウンロードするサイトである。
NBS Create は、Uniclass2015 のテーブル構成に従って、NBL と仕様情報をリンクさせるツール
である。建築仕様書は、Digital Plan of Work の定める個々のフェーズに基づいた NBS Create
内のタイムラインで段階的に更新される。NBS Create では、マスター仕様のデータベースを
Uniclass2015 のコードで検索し、採用する仕様を BIM オブジェクトとリンクさせることで、プ

・Buildable design scheme

・Construction Productivity and Capability Fund
・Upgrade(Workforce Training and Upgrading) ・BIM Fund

・Man Year Entitlement(MYE) ・Levy

◎技能労働者不足を意図的に作り出している

生産性向上を志向する制度設計

◎生産性向上に向けた技術の導入を促進

◎生産性向上に向けた技術の導入・開発の支援

必要十分条件

必要条件  
図４ シンガポールの生産性向上施策 



ロジェクトごとの建築仕様書をクラウドで共有しながら段階的に作成する。具体な材料や部品
が確定すれば、材料や部品の製造者／供給者が提供している製品仕様の記述や資料を追記する。 
 
(6）ベトナムにおける BIM の動向 
2017 年度に実施した現地の BIM コンサル企業とゼネコンへのヒアリング調査では、2017 年上半
期ではゼネコンの約半数が何らかの形で BIM に取り組んでいる状況だという。その多くは日本
で施工 BIM と呼ばれる VDC（Virtual Design Construction）で、各社は何らかの形で社内のガ
イドラインや標準を有している。それらは、シンガポールを参考とした VDC ガイドライン的な
もの、日本企業から依頼を受けた図面表現などアウトプットに着目した入力規則、欧米の標準
に依拠したもの、独自に検討したものに分類できる。 
それに対して建設省建設経済研究所は、2020 年の公表を目標に BIM ガイドラインの策定に取り
組んでいる。ベトナムの建設経済研究所は 2016 年に「Approving the scheme on Applying 
Building Information Modeling (BIM) in construction and facility management activities
（以下、BIM 推進計画と呼ぶ）」を首相承認の決定文書として公示した。その内容は、ベトナム
が国家的に BIM を推進することの宣言と、その手続きが明示された文書と理解できる。ガイド
ラインは、英国の標準に準拠する計画で、2018 年から開始するパイロットプロジェクトで英国
標準に基づいた BIM の技術検証を行うと述べていた。また、BIM とコストを繋ぐために分類コ
ードの整備が不可欠で、米国の OmniClass を参考にする予定という。さらに、FM段階における
BIM 適用に向けて、COBie の試行に取り組む予定と述べていた。 
 
(7）日本におけるプロジェクト運営方式の実態と英国・米国との比較 
2018 年度に、日本の発注契約方式の実態を明らかにするため、発注者 10 人の実務者を対象に
ヒアリング調査を行った。ヒアリング調査の結果は、①から④の 4 つに分類することができる。 
①公共工事：コストや工期の制約があるときに ECI や設計施工一括方式といったゼネコンが設
計段階に関与する方式を採用している。 
②事業ビル：所謂デベロッパーは、内部技術者がいるため PM/CM を採用していないことは共通
しているが、主に採用する発注方式が異なっている。 
③商業施設：商業施設の発注者は、内部技術者が存在していても PM/CM を採用する傾向がある。
ECI 方式を採用した事例では主体者間の調整業務を PM/CM や設計者に委託するケースもある。 
④自社利用施設：内部技術者がおらず PM/CM を採用している発注者は、工期等の制限が特にな
い場合、設計施工分離方式を主に採用している。逆に、工期が短い等の制約がある場合は設計
施工一括方式を行うこともある。 
 
(8）コンカレント・エンジニアリングに関する考察 
ゼネコンが設計責任を負わずに設計段階に関与する方式に着目し、米国（CM-GC/CMC）・英国（Two 
Stage Open Book）・日本（ECI 方式）のプロセスを比較した。これらの方式はいずれも、ゼネ
コンが設計段階に CM 契約やコンサル契約で参入し、施工段階に工事契約をする 2 段階契約で
ある。設計プロセスが類似するこれらの方式が行われるようになった背景には、建設プロジェ
クトの複雑化や、施工・材料技術の進化、BIM の発展により早い段階でのコーディネーション
が可能になったことなどが考えられる。プロジェクトの進め方に着目すると、米国は発注者、
英国は QS や発注者代理人、日本は設計者やゼネコンが中心となって進めている。プロジェク
ト遂行の中心的主体者が 3 国で異なる背景として、米国では発注者がリスクを取ってプロジェ
クトを遂行すること、英国
では QS などのコンサル的
職能が古くから存在して
いたこと、日本では発注者
をお客様として設計者や
ゼネコンがプロジェクト
マネジメントの多くの業
務を担ってきたことが挙
げられる。こうした経緯の
違いがコンカレントなプ
ロジェクト運営の詳細な
手続きの違いとして表れ
ていると推察する。 
 
(9）まとめ 
1990 年代に日本の設計施工一貫方式を手本としたパートナリングやリーン・コンストラクショ
ンの延長に、現在の米国や英国におけるコンカレント・エンジニアリングがあるという仮説は
大きく違わない。しかしその目的は、生産性向上という漠然とした内容から、仕様を効率的に
定義してコストマネジメントの精度を上げるというような具体な内容にシフトしているように
汲み取れる。例えば、米国や英国の 2段階契約は、パートナリングや IPD のような特異な共同
設計の形を取らずとも、コンカレント・エンジニアリングを官民問わずに実行できる。また、
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図８ 3カ国におけるプロジェクトを遂行する主体者の概念図 



シンガポールの建設に関わる諸制度は、建設工事の生産性向上が目標のひとつであることに違
いないが、それに増して外国人技能者増加の抑制に目的があると認識できる。これらの国では
コンカレントに設計を進めるためのツールとして VDC が定着しつつある。一方で、英国に端を
発している BIM の標準化・規格化は、建築情報アーカイブのあるべき姿を忠実に実装しようと
いう取り組みと解釈できる。その流れがベトナムにも辿り着いている状況は、今後のグローバ
ルな建設業界で建物のライフサイクルに関する意識の高まりが新たな潮流になる可能性の示唆
といえよう。以上から、日本の建築生産システムと、米国やシンガポールで進化している「日
本的な建築生産システム」には本質的な違いがあり、米国では発注者、シンガポールでは政府、
英国では設計者が有している課題が、「日本的な建築生産システム」を実行する誘因であったと
考察できる。それをわが国に適用しようとするならば、これからの建築産業が抱える問題の本
質を発注者が自覚して提示することが要点であると指摘する。 
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